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米国特許情報 

特許侵害に係る民事訴訟を提起できる裁判地に関し 

米国連邦最高裁判所が全会一致で CAFC判決を破棄差戻しする 
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１. はじめに 

 米国においては陪審による裁判が一般的です。裁判地の地域住民の人種構成等の観点から、公

正な裁判を受けることが難しいと判断した場合、被告が裁判地の変更を裁判所に求めることは珍

しくありません。 

 

28 U.S.C. 1400 (b) は、唯一且つ排他的な「特許侵害訴訟における裁判地」に関する法律であり、

(i) 被告が居住する裁判所管轄地区（judicial district）、あるいは、(ii) 被告が侵害行為に及んだ、

通常の確立された事業所（a regular and established place of business）を有している裁判所管轄地

区において、特許権者は、特許侵害に係る民事訴訟を連邦地方裁判所に提起することができる旨、

規定されています。 

 

しかしながら、米国における一般的な裁判地に関する法律（28 U.S.C. 1391(c)）によれば、米

国連邦議会による 2回の法改正を経て、被告は、裁判所の対人管轄権（personal jurisdiction）の

対象となっている任意の裁判地において所在していると見做される旨、規定されています。この

規定に基づいて、これまでに数々の判例において、CAFC は裁判地に関し、その判断を示して

きました。 

 

 このような状況下で、米国連邦最高裁判所は、全会一致で、米国の特許裁判地に関する判決を

下しました。これにより、特許侵害に係る民事訴訟を特許権者が提起できる連邦地方裁判所が、

これまでと比べて制限されることになります。以下に、今回の連邦最高裁判決について説明しま

す。 
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